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１．面積 
（１）総面積（98年 10月１日現在） 

沖縄県 対全国比率 
2,268平方キロメートル 0.6％ 

（資料）沖縄県「沖縄県勢のあらまし」 
 
（２）主要島の面積の構成比（97年 10月１日現在）                 （単位：％） 
沖縄本島 西表島 石垣島 宮古島 

53.0 12.8 9.8 7.0 
（資料）沖縄県「沖縄県勢のあらまし」 
 
（３）県土利用状況（構成比）                                      （単位：％） 

 森林 農用地 原野 宅地 道路 水面等 その他 
沖縄県(85年) 48.2 22.5 2.0 5.2 3.2 1.0 17.8 
同  上(97年) 46.1 21.8 0.7 6.0 4.3 1.3 19.7 
全  国(96年) 66.5 13.4 0.7 4.6 3.2 3.5  8.1 
＜参考＞                                                          （単位：％） 
米軍基地 10.7 さとうきび畑 9.9 ゴルフ場 0.9 
（注）米軍基地は 98年３月末、さとうきび畑（作付延べ面積）は 98年、ゴルフ場は 
      98年７月末現在の面積を 98年 10月１日現在の県総面積で除して算出した。 
（資料）沖縄県「土地対策の概要」、「沖縄の米軍及び自衛隊基地」、 
        沖縄総合事務局「沖縄の農林水産業」 

 
２．人口・世帯 
（１）人口の推移 

 90年 95年 99年 年平均伸び率

（94～99年） 
沖縄県 (千人) 1,222 1,273 1,310 (0.8％) 
全  国 (千人) 123,611 125,569 126,720 (0.2％) 
構成比 (％) (0.99) (1.01) (1.03)            － 
（注）90年、95年は「国勢調査」、99年は「推計人口」による（各年 10月１日現在）。 
（参考）人口密度：573人/平方ｷﾛﾒｰﾄﾙ（全国：335人/平方ｷﾛﾒｰﾄﾙ）… 98年 10月１日 
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（２）人口構成  
  ａ）地域別人口構成比                                            （単位：％） 

 全県 中部 南部 北部 宮古群島 八重山群島 
94年 100.0 41.2 41.2 9.5 4.5 3.7 
99年 100.0 42.2 40.4 9.4 4.3 3.7 
（注）各年４月１日現在の「推計人口」による。 
 
 ｂ）年齢階層別人口構成比                                        （単位：％） 

 合計 ０～14歳 15～64歳 65歳以上 
沖縄県(90年) 100.0 24.5 64.9 9.9 
沖縄県(95年) 100.0 22.1 66.2 11.7 
全  国(95年) 100.0 15.9 69.2 14.8 
（注）各年 10月１日現在。 
（資料）総務庁「国勢調査」 
 
（３）世帯数 

 85年 90年 95年 99年 年平均伸率 
(94～99年) 

沖縄県（千世帯） 335 368 404 441 2.1％ 
全  国（千世帯） 38,133 41,036 44,072 － － 
（注）85、90、95年は「国勢調査」、99年は「推計人口」統計による（全国は該当統計なし）。
各年とも 10月１日現在。 

 
３．雇用情勢 
 93年 94年 95年 96年 97年 98年 
完全失業率（％） 
（全  国） 

4.4 
(2.5) 

5.1 
(2.9) 

5.8 
(3.2) 

6.5 
(3.4) 

6.0 
(3.4) 

7.7 
(4.1) 

有効求人倍率（倍） 
（全  国） 

0.22 
(0.76) 

0.19 
(0.64) 

0.18 
(0.63) 

0.23 
(0.70) 

0.24 
(0.72) 

0.19 
(0.53) 

（資料）「労働力調査」 
 
< 参考 >  県内就業状態（98年）

15歳以上人口 非労働力人口（専業主婦、通学者、老齢者など）
（1029千人） （420千人）

就業者
労働力人口 （561千人）
（608千人）

完全失業者
（47千人）

 
 
 
 
 
 
 
４．物価・地価・賃金 
（１）消費者物価上昇率 

 93年 94年 95年 96年 97年 98年 
沖縄県（％） 0.9 0.1 △0.1 0.1 1.1 0.7 
全  国（％） 1.3 0.7 △0.1 0.1 1.8 0.6 
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＜参考＞消費者物価地域差指数（97年） 
・全国＝100 →  沖縄＝94.1 
・東京＝100 →  沖縄＝83.6 

 
（２）地価（公示価格：１月１日） 
  ａ）商業地（前年比変動率：％） 

 94年 95年 96年 97年 98年 99年 
沖 縄 県 △4.3 △5.6 △6.2 △6.1 △6.1 △7.7 
地方平均 △5.9 △5.5 △5.8 △5.4 △5.1 △6.8 
全国平均 △11.3 △10.0 △9.8 △7.8 △6.1 △8.1 
（参考） 商業地の平均価格（99年１月１日現在）23万 3,000円／平方メートル。 

       沖縄県は 92年以降、８年連続の下落（全国も 92年以降、８年連続の下落）。 
 
 b)住宅地（前年比変動率：％） 
 94年 95年 96年 97年 98年 99年 
沖 縄 県 0.5 0.6 △0.1 △0.2 △0.5 △1.1 
地方平均 △1.2 △0.3 △0.6 △0.4 △0.6 △1.9 
全国平均 △4.7 △1.6 △2.6 △1.6 △1.4 △3.8 
（参考） 住宅地の平均価格（99年１月 1日現在）10万 9,100円／平方メートル。 
         沖縄県は 96年以降、４年連続の下落（全国は 92年以降、８年連続の下落）。 
 
（３）賃金 
○事業所規模 30人以上                              （所定内給与＜月額＞：千円） 
 沖縄県（Ａ） 全国（Ｂ） （Ａ）／（Ｂ）％ 
調査産業計 235 316 74.5 
    建設業 309 362 85.4 
    製造業 263 310 84.8 
    電気・ガス・熱・水道 439 434 101.3 
    運輸・通信 252 332 75.7 
    卸・小売・飲食 138 268 51.6 
    金融・保険 288 384 75.0 
    サービス業 252 317 79.5 
（注）98年の月平均。 
（資料）「毎月勤労統計調査」、 
 
５．経済規模と成長率 
（１）経済規模 
・県内総生産（＝県内総支出）  ３兆 3,650億円（97年度、名目）  全国の 0.7％ 
・県民総生産（＝県民総支出）  ３兆 5,473億円（97年度、名目）  全国の 0.7％ 
【 県民総支出＝県内総支出＋県外からの要素所得（純） 】 
※ 県外からの要素所得（純）＝（県民が県外で労働力や資本（県外進出）などを提供し

て得た所得）－（県民以外が県内で労働力や資本（県内進出）などを提供して得た所

得）。基地（県外とみなす）から得られる軍雇用者所得や軍用地料は同項目に含まれ

る。 
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（２）一人当たり県民所得   216万円（97年度） 
                           ※  全国＝100とした場合の格差   69.8 
 
（３）経済成長率（＝実質（90暦年基準）県内総支出の伸び率） 

 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 
沖縄県（％） 1.9 2.0 3.7 △0.6  
全  国（％） 0.6 3.0 4.4 △0.4 △1.9 

 
６．経済・産業構造 
（１）県（国）民総支出（97年度、名目） 

 沖縄県（百万円） 構成比（％） 全国（％） 
県（国）民総支出 3,547,336 100.0 100.0 
  県（国）内総支出 3,364,971 94.9 98.7 
    民間最終消費支出 1,950,021 55.0 59.5 
    政府最終消費支出 645,650 18.2 9.8 
    民間設備投資 450,116 12.7 15.5 
    民間住宅投資 184,651 5.2 4.4 
    公共投資 479,918 13.5 7.7 
    在庫投資（増減） 19,748 0.6 0.4 
    移輸出 862,754 24.3 11.1 
        観光収入 n.a. n.a. － 
        軍人・軍属の消費 n.a. n.a. － 
    移輸入（控除項目） 1,223,289 34.5 9.6 
  県（海）外からの要素所得 182,365 5.1 1.3 
        軍用地料 n.a. n.a. － 
        軍雇用者所得 n.a. n.a. － 
  統計上の不突合 △4,598 0.1 － 
（参考）軍関係受取 n.a. n.a. － 
（注）１．移輸出、移輸入は、全国ベースでは移出、移入の部分が各都道府県間で相殺されるた

め、輸出、輸入のみになる。 
２．軍関係受取とは「軍人・軍属の消費」、「軍用地料」、「軍雇用者所得」の合計である。軍

用地料は自衛隊分を含む。 
３．n.a.は未公表（2000年２月頃公表予定）。 

（資料）沖縄県「県民経済計算」、経済企画庁「国民経済計算年報」 
 
（２）産業構造（県内総生産の産業別構成比、名目） 

 沖縄県（％） 
97年度 

全 国（％） 
97暦年 

県内総生産 100.0 100.0 
    第一次産業 2.4 1.7 
    第二次産業 18.2 34.2 
        製造業 5.5 24.3 
        建設業 12.3 9.7 
    第三次産業 83.0 68.4 
        サービス業 23.9 17.7 
        政府サービス生産者 16.8 8.0 
（注）帰属利子等の控除項目があるため産業別構成比の合計は 100％を超える。 
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７．財政 
（１）復帰後の沖縄振興開発事業費（72～99年度の累計額） 

 金額 構成比 
振興開発事業費 ６兆 324億円 100.0％ 
      道路 ２兆 1,458億円 35.6％ 
      下水道・環境衛生 １兆 484億円 17.4％ 
      港湾・漁港・空港 9,599億円 15.9％ 
      農業・農村整備 7,149億円 11.9％ 
      教育・文化振興 3,650億円 6.1％ 
      治山・治水 3,615億円 6.0％ 
      その他 4,369億円 7.2％ 
（注）99年度は当初予算。 
 
（２）99年度予算 
  ａ）99年度予算案 

 金額 前年度当初比 
沖縄開発庁一括計上分 
    うち公共事業関係費 

328,213百万円 
287,068百万円 

4.0％増 
4.3％増 

沖縄県（一般会計） 631,071百万円 2.7％増 
（参考：全国） 
        政府予算案 ：一般会計  81兆 8,601億円（前年度当初予算比 5.4％増） 
          うち公共事業費   ９兆 4,307億円（前年度当初予算比 5.0％増） 
 
ｂ）99年度の主要事業＜県当初予算＞ 
・ 平和祈念資料館建設事業       21億  890万円 
・ 国際友好会館建設事業費       20億 7,643万円 
・ 海洋深層水研究開発事業費     17億 9,457万円 
・ 都市モノレール建設関連事業  101億 7,192万円 

ｃ）防衛施設庁関連    1,691億円（3.7％増）  うち土地借料  794億円（3.5％増） 
ｄ）沖縄振興開発金融公庫の事業計画 
・99年度概算決定額  2,575億円（前年度当初比  12％増） 

 
８．金融 
○預貯金と貸出金                                           （単位：百万円、％） 

 預貯金（末残） 貸出金（末残） 
年．月

末 
地銀３行 前 年

比 
郵便貯金 前 年

比 
地銀３行 前 年

比 
沖縄振興開

発金融公庫 
前年

比 
 95.3 2,872,035 1.5 774,623 8.0 2,434,853 △1.2 1,540,890 11.8 
 96.3 2,811,538 △2.1 842,749 8.8 2,472,959 1.6 1,582,930 2.7 
 97.3 2,824,588 0.5 888,028 5.4 2,507,571 1.4 1,629,406 2.9 
 98.3 2,817,093 △0.3 964,144 8.6 2,459,187 △1.9 1,697,474 4.2 
 99.3 p2,884,265 2.4   2,396,188 △2.6 1,754,573 3.4 
（注）地銀は信託勘定を含む。99年.3月末の地銀の預金は速報値（ｐ印）。 
（資料）沖縄総合事務局「沖縄経済統計年報」、「沖縄県主要経済指標」ほか。 
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９．主要産業 
（１）事業所統計（96年） 
ａ）企業数（株式会社、有限会社、合名・合資・相互会社の計：外国企業を除く） 
             沖縄県 10,096社（全国の 0.6％のシェア） 
             全国 1,674,465社 
○  主要業種別構成比                                               （単位：％） 
 全産業 建設業 製造業 運輸・

通信業 
卸・小

売業 
金融・

保険業 
不動産

業 
サービ

ス業 
沖縄(91年) 100.0 23.2 8.0 5.5 30.8 1.9 10.3 19.3 
沖縄(96年) 100.0 26.3 7.9 5.3 29.6 1.5 8.6 19.9 
全国(96年) 100.0 18.2 19.9 3.3 36.0 0.9 5.6 15.3 
 
ｂ）事業所数 
             沖縄県 75,688事業所（全国の 1.1％のシェア） 
             全  国 6,717,025事業所 
○組識別構成比 

 91年 96年 沖縄(96年) 全国(96年) 
 実数 実数 構成比％ 構成比％ 

全産業 72,577 75,688 100.0 100.0 
民営 70,182 73,191 96.7 97.1 
個人 53,259 53,435 70.6 51.9 
法人 16,069 18,826 24.9 44.6 
会社                14,412 16,784 22.2 40.2 
株式会社 6,754 7,924 10.5 24.5 
有限会社 5,733 7,190 9.5 15.1 
合名・合資・相互会社 1,907 1,650 2.2 0.7 

 

外国の会社 18 20 0.02 0.03 

 

会社以外の法人     1,657 2,042 2.7 4.4 

 

法人でない団体 854 930 1.2 0.6 
国・地方公共団体 2,395 2,497 3.3 2.9 
国 390 409 0.5 0.5 
地方公共団体 2,005 2,088 2.8 2.4 
都道府県 413 421 0.6 0.4 
市町村 1,536 1,607 2.1 1.9 

 

 

 

その他 56 60 0.1 0.1 
 
※  事業所とは、一区画を占めて経済活動を行っている場所であり、１企業が複数事業所を有
していれば、その事業所の数が計上される。 

 
※  会社１社当り事業所数（96年：外国企業を除く） 
                   沖縄県  16,764事業所／10,096社＝1.7事業所／社 
                   全  国  2,699,223事業所／1,674,465社＝1.6事業所／社 
※  うち株式会社１社当り事業所数（96年） 
                   沖縄県  7,924事業所／3,135社＝2.5事業所／社 
                   全  国  1,643,017事業所／798,299社＝2.1事業所／社 
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（２）農林水産業 
○農林漁業別粗生産額の推移                                       （単位：億円） 

 93年度 94年度 95年度 96年度 97年度 
農業粗生産額 1,052 1,009 1,022 959 984 
林業粗生産額 3 3 2 2 3 
漁業生産額 258 239 217 234 231 
（参考）主要農産物の粗生産額および農業粗生産額に占める構成比（カッコ内） 
        ・畜産  376億円（38.2％）   ・さとうきび  186億円（18.9％） 
        ・花き  160億円（16.3％）   ・野菜        131億円（13.3％） 
 
（３）建設業 

  95年 96年 97年 98年 
建設業者数  5,142 

（1.2） 
5,209 
（1.3） 

5,335 
（2.4） 

5,365 
（0.6） 

建設投資額（出来

高ベース） 
百万円 741,557 

（△11.9） 
766,336 
（3.3） 

711,844 
（△7.1） 

684,736 
（△3.8） 

公共工事請負額 
 

百万円 373,474 
（3.1） 

387,674 
（3.8） 

384,245 
（△0.9） 

415,677 
（8.2） 

建築着工床面積 平方ﾒｰ
ﾄﾙ 

2,281,912 
（0.8） 

2,721,233 
（19.3） 

1,992,364 
（△26.8） 

1,916,828 
（△3.8） 

住宅着工戸数 戸 13,484 
（△6.7） 

17,456 
（29.5） 

12,647 
（△27.5） 

11,067 
（△12.5） 

（注）１．カッコ内は前年比増減率（％）。 
２．建設投資額は「建設総合統計」、公共工事請負額は「前払い保証」による。 

 
（４）製造業 

 93年 94年 95年 96年 97年 
事業所数（所） 2,952 

（△3.7） 
2,917 
（△1.2） 

2,829 
（△3.0） 

2,890 
（2.2） 

2,812 
（△2.7） 

従業員数（人） 29,045 
（△0.5） 

28,534 
（△1.8） 

28,352 
（△0.6） 

28,171 
（△0.6） 

27,881 
（△1.0） 

製品出荷額（百万円） 555,599 
（△1.9） 

541,768 
（△2.5） 

535,878 
（△1.1） 

565,507 
（5.5） 

597,858 
（5.7） 

粗付加価値額（百万円） 213,600 
（3.0） 

213,066 
（△0.2） 

215,026 
（0.9） 

222,816 
（3.6） 

216,388 
（△2.9） 

原材料使用額等（百万円） 298,165 
（△4.7） 

284,803 
（△4.5） 

282,955 
（△0.6） 

305,776 
（8.1） 

336,208 
（10.0） 

現金給与総額（百万円） 88,200 
（0.7） 

85,043 
（△3.6） 

86,407 
（1.6） 

86,897 
（0.6） 

85,536 
（△1.6） 

（注）カッコ内は前年比増減率（％） 
（資料）沖縄県「沖縄県の工業」 
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（５）商業 
 85年 88年 91年 94年 97年 

商店数（店） 25,008 
（△6.6） 

25,496 
（2.0） 

25,307 
（△0.7） 

23,309 
（△7.9） 

21,206 
（△9.0） 

    卸売業 3,165 
（2.9） 

3,513 
（11.0） 

3,633 
（3.4） 

3,214 
（△11.5） 

3,302 
（2.7） 

    小売業 21,843 
（△7.8） 

21,983 
（0.6） 

21,674 
（△1.4） 

20,095 
（△7.3） 

17,904 
（△10.9） 

従業員数（人） 89,135 
（3.9） 

96,585 
（8.4） 

101,634 
（5.2） 

103,979 
（2.3） 

97,520 
（△6.2） 

    卸売業 24,889 
（7.9） 

27,424 
（10.2） 

29,844 
（8.8） 

28,010 
（△6.1） 

27,561 
（△1.6） 

    小売業 64,246 
（2.4） 

69,161 
（7.7） 

71,790 
（3.8） 

75,969 
（5.8） 

69,959 
（△7.9） 

年間販売額（百万円） 1,875,682 
（12.8） 

1,995,205 
（6.4） 

2,526,594 
（26.6） 

2,461,954 
（△8.5） 

2,509,305 
（1.9） 

    卸売業 1,172,900 
（9.0） 

1,261,532 
（7.6） 

1,610,170 
（27.6） 

1,473,968 
（△8.5） 

1,545,852 
（4.9） 

    小売業 702,782 
（19.7） 

733,673 
（4.4） 

916,424 
（24.9） 

987,986 
（7.8） 

963,453 
（△2.5） 

（注）１．カッコ内は前回調査比増減率。 
２．卸売業と小売業を兼務している場合は、両者のうちウエートの大きい部門に計上。ま

た、卸売業の販売額には他の卸売業への販売も含まれる。 
（資料）沖縄県「沖縄県の商業」 
 
（６）観光 

 94年 95年 96年 97年 98年 
入域観光客数（人） 3,178,900 

（△0.2） 
3,278,900 
（3.1） 

3,459,500 
（5.5） 

3,867,200 
（11.8） 

4,126,500 
（6.7） 

観光収入（百万円） 341,732 
（△0.5） 

354,449 
（3.7） 

374,318 
（5.6） 

417,271 
（11.5） 

439,885 
（5.4） 

宿泊施設稼働率(％) 51.6 49.3 52.4 60.0 60.2 
（注）カッコ内は前年比増減率（％） 
（資料）沖縄県「観光要覧」 
 
 
10．企業倒産 

 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 
倒産件数（件） 165 167 160 167 150 
負債総額（百万円） 49,622 37,704 59,124 75,842 38,130 
（98年度の概要） 
※ 業種別件数構成比（建設業 34.7％、不動産・サービス業 20.7％） 
※ 主因別件数構成比（過少資本 43.2％、放漫経営 15.3％、他社倒産の余波 13.3％） 
※ 不況型倒産（販売不振、赤字累積、売掛金回収難）20.0％、前年度比△0.9％Ｐ  

（資料）東京商工リサーチ 
 
 

－8－ 



－9－ 

11．基地 
（１）基地面積  ２万 4,283ｈａ（98年３月末現在）……一時使用施設を含む 

             ※  全国に占める割合          24.5％ 
                 県土面積に占める割合      10.7％ 
                 復帰時（72年５月 15日現在）  ２万 8,661ｈａ  
 
            ２万 3,496ｈａ（98年３月末現在）……専用施設のみ 
             ※  全国に占める割合          74.8％ 
                
（２）基地収入（96年度） 
                    総額                 1,736億円 

・軍用地料               704億円  …自衛隊関係含む 
   ※ （参考）99年度政府予算（軍用地料 794億円） 
・軍雇用者所得           528億円  
・軍人・軍属の消費支出   505億円 

 
（３）基地従業員 
                       8,443人（98年３月末現在） 

                    ※ 復帰時（72年５月末）  １万 9.980人 
 
（４）軍人・軍属数（98年９月末現在） 

・軍人・軍属・家族  ５万 336人      
（内訳） 軍人 ２万 7,238人 
 軍属 1,426人 

 家族 ２万 1,672人 
          ※ 軍属……軍人ではないが、軍に所属し勤める者をいう 

（参考）自衛隊員数    6,200人（98年 12月末現在）  
 
 


